31　賃金に関する規定
給　与　規　程

第１章　総　則

第１条（目　的）

１．この規程は、就業規則第◯条に基づき従業員の給与に関する事項を定めたものである。

第２条（給与の構成）

１．給与の構成は次のとおりとする。

給与　　　　　　　基本給　　　　　　　年齢給

職能給

諸手当　　　　　　　資格手当

役職手当

家族手当

通勤手当

超過勤務手当　　　　時間外勤務手当

深夜勤務手当

休日勤務手当

不就業手当　　　　　年次有給休暇手当

休業手当

第２章　基本給及び諸手当

第３条（年齢給）

１．年齢給は毎年４月１日の年齢により改定し月額をもって定める。

第４条（新規学卒者）

１．新規学卒者の基本給は、社会的水準及び会社の支払能力を考慮して決定する。

第５条（中途採用者）

１．中途採用者の基本給は、職歴と在籍社員との均衡を考慮し決定する。

第６条（職能給）

１．職能給は本人の経験、職務遂行能力、勤務態度及び特殊技能の有無等により算定する。

第７条（資格手当）

１．資格手当は、月額をもって定め◯◯の資格を有する者に対し支給する。当該手当の支給は、資格証明書又は資格証の写しを総務課に提出した日の翌月から支給するものとし、資格を喪失した場合は、その翌月から支給しない。

資格手当　10,000円

第８条（役職手当）

１．役職手当は、月額をもって定め職務上の地位と責任に応じて次の額を支給する。

部長（管理職）　70,000～100,000円

課長　30,000～50,000円

主任　10,000～20,000円

２．役職の任免にあたり、その辞令のあった日の属する翌月分より役職手当を支給し、役職から外れた日の属する月の翌月から役職手当を支給しない。

第９条（家族手当）

１．家族手当は、従業員の扶養家族に対応して次の額を支給する。

配偶者　10,000円

子　１人につき5,000円

２．家族手当の対象となる扶養家族は、健康保険において認定を受けた者を対象とし、認定日の属する翌月分給与から、認定の抹消された日の属する月まで支給する。

第３章　超過勤務手当

第10条（割増賃金）

１．従業員が所定就業時間以外、休日又は深夜に勤務した場合は、その時間数に応じて割増賃金を支給する。

第11条（時間単価の算出）

１．時間単価の計算は次の算出式によるものとする。

基本給＋資格手当＋役職手当

月間平均就業日数×１日の所定就業時間

年間所定就業日数（365日－年間所定休日）

12カ月

第12条（時間外勤務手当）

１．所定労働時間外に勤務した場合は、その時間数に応じて次の時間外勤務手当を支給する。

支給額＝時間単価×1.25×時間外労働時間数

第13条（深夜勤務手当）

１．午後10時より翌日午前５時までの間に勤務した場合は、その時間数に応じて次の深夜勤務手当を支給する。

(1)　深夜勤務が時間外労働に該当する場合

支給額＝時間単価×1.50×深夜労働時間数

(2)　深夜勤務が所定労働時間中に含まれる場合

支給額＝時間単価×0.25×所定労働時間内深夜労働時間数

(3)　深夜勤務が休日出勤日に該当する場合

支給額＝時間単価×1.60×深夜労働時間数

第14条（休日勤務手当）

１．所定休日に勤務した場合は、その時間数に応じて次の休日出勤手当を支給する。ただし、あらかじめ休日を振り替えた場合はこの限りでない。

支給額＝時間単価×1.35×休日労働時間数

第４章　不就業手当

第15条（年次有給休暇）

１．年次有給休暇は、勤務したものとして通常の給与を支給する。

第16条（休業手当）

１．会社の責に帰すべき理由によって休業したときは、所定休日を除く休業日数に応じて休業１日につき、労働基準法に定める平均賃金の６割を休業手当として支給する。

第５章　通勤手当

第17条（通勤手当）

１．通勤手当は、通常勤務に利用する最短距離を順路とし、通勤に利用する交通機関の定期乗車券の１カ月分の額を支給する。

２．支給額の限度は、１カ月について国税庁の定める非課税限度額とする。

３．通勤手当の支給を希望する者は、通勤手当申請書を総務課に提出し、承認を得なければならない。

第18条（支給該当者）

１．バス、電車等を利用して通勤する者に対する通勤手当は、乗降する停留所、駅の区間が1.5km以上の場合に限り支給する。

２．自宅から最寄の駅までバス路線がなく、しかもその距離が1.5km以上の場合には、自転車又はオートバイ等の利用に際して駐輪場等の費用の一部補助として、一律月1,000円を支給する。

第19条（日割額）

１．一給与締切期間の欠勤日数が10日以上の場合若しくは実出勤日数が10日以下の場合は、次の日割計算により支給する。

実出勤日数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　月間平均就業日数

第６章　給与の計算及び支払

第20条（支払形態）

１．給与は月額をもって定め、日給月給制とする。

第21条（支払及び控除）

１．給与は、通貨をもって直接その本人にその全額を支払うことを原則とし、同意ある場合は本人の指定する金融機関の本人名義口座に振り込むことがある。ただし、以下の法令で定めるもの及び従業員代表との間で協定したものを控除する。

(1)　源泉所得税

(2)　住民税

(3)　健康保険料（介護保険料含む）

(4)　厚生年金保険料

(5)　雇用保険料

(6)　従業員代表と書面により協定したもの

第22条（計算期間及び支払日）

１．給与は、当月１日から当月末日までを計算期間とする。

２．給与支払日は翌月10 日とし、当日が金融機関の休日の場合には、その前日に支給する。

第23条（給与改定）

１．会社は、本人の勤務状況、業績、職務遂行能力及び会社の業績等を勘案して毎年４月に職能給の昇給、据置、降給の給与改定を行う。ただし、会社の業績が不振の場合には昇給を行わず、又は時期を延期することがある。

２．次の各号の一に該当する者は給与改定の対象とはならない。

(1)　前年10月１日以降に採用された者

(2)　給与改定時期において休職中の者

(3)　出勤日数が年間所定就業日数の半数に満たない者

ただし、勤続年数が１年に満たない者については、雇入れの日以後の所定就業日数を基準とする。

(4)　出勤停止以上の懲戒処分を受けた者

第24条（給与の減額）

１．給与については、法律の改正、社会状況の変動及び会社経営の内容・方法の変動等の業務上の必要性により減額変更することがある。

第25条（遅刻・早退・私用外出による給与の控除）

１．遅刻、早退及び私用外出により勤務しなかった場合は、その時間数に応じて時間単価額を控除する。
第26条（欠勤による給与の控除）

１．従業員が欠勤した場合、欠勤日数に応じて日割額を控除する。ただし、一給与計算締切期間において、欠勤日数が10日以上ある場合は、次条に定める日割計算により給与を支給する。

２．全給与計算期間中欠勤した場合は、給与は全額支給しない。

３．欠勤控除における日割額の算出は次のとおりとする。

基本給＋資格手当＋役職手当
月間平均就業日数

第27条（計算期間中の給与）

１．入社、休職、復職若しくは退職による給与計算期間中の給与は、入社若しくは休職、復職の日、又は退職の日を基準として、日割計算によりこれを支給する。

２．前項の日割計算は、次の算式により算出する。

基本給＋資格手当＋役職手当

月間平均就業日数

第28条（休職期間中の給与）

１．休職期間中の給与は支給しない。

第29条（給与計算上の端数処理）
１．給与の計算結果に１円未満の端数が生じたときは、１円に切り上げて支給する。

附　則

この規程は平成◯年◯月◯日より施行する。

※諸手当の金額はサンプル数値である。
時間単価＝





月間平均就業日数＝





通勤手当支給額＝１カ月の通勤手当×





日割額＝





×就業日数





支給額＝
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